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1.　序
　本稿では気象、地象予報事業の今後について考察したいと思う。我々は日々、その日の
天気予報を確認している。そして、自身の生活している場所だけではなく、旅行や出張な
どで遠出する場合でも、自分のいる場所から行き先の天気を調べることができる。外国の
天気でさえ、予報を確認することができるようになった。気象予報の技術や、その事業の
環境は日に日に変化しており、我々の生活をより豊かにしている。そこで我々は本稿で気
象、地象予報事業の現在を述べ、今後を考察しようと思う。
　結論として、気象予報事業の今後の展開は、防災の分野に長けた企業が台頭し、今後の
予報事業を担うと予想する。更に、現在では防災分野に進出していない企業も、防災分野
に進出していくだろう。近年では民間の事業者でも正確な気象データを集めることが可能
であり、民間事業者は気象庁とも上手く住み分けし、様々なサービスを提供する事業者が
増えた。しかし、そのサービスは最近、頭打ちになり始めている。なぜなら、進出できる
事業分野がなくなってきたからである。それを打開するため、2007年の規制の緩和と、
天災の影響で今後、防災に絡んだ事業者が活躍すると本稿では予想した。
　最後に今回の論文の節の構成を紹介する。まずは第 2節では気象庁の簡単な技術の歴史
に目を向け、今までに気象庁がどれほどのデータを集めることができたかと、規制の緩和
の流れを述べる。更に第 3節では民間企業の現在の事業を紹介する。これにより現在の気
象予報事業の状況が分かる。そして第 4節では気象庁と民間事業者の今後を予想する。
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2.　気象庁の歴史と概要
　我々は現在、当たり前のように天気予報を見ている。その予報にある程度、高い信頼を
置いている人も多いだろう。気象予報の方法は凄まじい速さで進歩し、その的中率も年々
上がっている。
　さて、日本における気象予報の歴史の始まりは、今から約 130年前である1）。1884年に
初めて、日に 3回の気象予報を東京気象台が発表し、これが国内初の気象予報となった。
1924年には新聞に天気図が載り、1925年にはラジオも気象予報を放送するようになった。
1942年には 1ヶ月の予報も発表された。1953年にはテレビによる気象予報も始まった。
　次に技術的な変化も述べていく。まずは、気象予報がどのように行われるのかを説明す
る。根元順吉他（1982）『図説気象学』の内容を要約すると以下のようになる。
　気象予報は、対象とする気象をどの程度理解しているかによって、次の 3つの段階に分
けられる。1つ目は現象論的予報である。これは原因や構造を問わず経験的事実だけから
将来の天気を考えるものである。現象論的予報は、前例の原理、連続の原理、周期性の原
理という 3つの原理を用いている。前例の原理とは、ある現象に先立つ予兆などが予報に
役立つとされるものである。例えば、夕焼けの翌日は晴天になるといった経験則は、原始
的な予報として使われてきた。連続の原理とは、ある場所における将来の気圧 Pを、そ
れまでの気圧の局所的変化と、気圧頻度の移動によって計算することが可能だとする原理
である。この原理は、連続性を仮定しているため、不連続的事象が頻繁に起きる現実では
適用が難しい。最後に周期性の原理とは、大気現象のリズムを追うことで、将来の気象の
変化を予報することができるとする原理である。大気現象のリズムは、短くて 3～4日、
長くて 36日ほどの周期で繰り返されることがある。
　2つ目の段階は構造的段階の予報である。これは、天気図を用いて大気現象の構造を知
ったうえで考える天気予報で、動きのある大気現象を何枚か並べてみることにより、大気
の動態を明らかにすることを可能にする。更に、天気図を天気予報に用いることで、天気
予報の当たらなかった場合の原因を構造的に明らかにすることができるのである。
　3つ目は本質的段階の天気予報である。これは大気の運動を支配する力学の方程式、気
体の状態方程式、流体の連続の式に基づき、主として気圧場の将来値を予測する。そし
て、この予測に基づいて、天気予報をする方法である。本質的段階の天気予報は理論上で
は適用可能な予報法であるが、現実に適用するには観測点の密度の問題や、数値解析上の
技術的に困難な問題が残されている。また、別の問題もある。過去の様々な特徴や経過を
十分に考慮せず、現在の初期値と境界値を考慮しただけで未来が予測できるか、原理的に
再考しなければならない。
　これらのように気象予報は科学的に行うものであり、まずデータを取り、次にそれを分
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析して予想し、最後に検証するという過程に則って行っている。
　ここからは気象観測の歴史を述べる2）。1875年に、日本で日に 3回の気象観測と、地震
の観測が始まる。1921年に観測船により、海上の気象を測定し、海洋気象観測が始まっ
た。高層の気象情報は、山岳地帯の観測所によってデータを集めていた。しかし、そこよ
り上空の気象状態は、観測所では正確に把握することができず、計算によって予測された
間接的なものだった。そこから、大きく気象予報を変えたものは、航空機による観測であ
った。これにより、より正確な上空の大気の様子を把握することができるようになった。
そして、今まで知られていなかった気圧の立体構造による天候への影響が発見された。そ
の後も山岳地帯からの観測は続いた。これはレーダーを使用したものであり、今までは点
で捉えていた気象データを、広域に、幅広く捉えようとしたものである。日本は 1965年
に富士山にその装置を設置し、北海道から九州まで、日本のほとんどを覆うことの出来る
観測施設を建設した。この施設により、広域に渡って雨雲を捉えることができるようにな
った。1974年には、地域観測気象システム「アメダス」の運用を開始した。日本の土地
は狭く、起伏が激しいため、観測点の密度が足りないという問題があったが、それを解決
したのがアメダスである。1977年には気象衛星「ひまわり」を打ち上げ、宇宙からの気
象情報の収集を可能にした。「ひまわり」は電子計算機と人工衛星の技術の進歩により完
成した。これにより、上空から雲と水蒸気の状態を把握することが可能となった。こうし
た技術により、今ではとても正確な情報が集められるようになっている。技術の進歩によ
り、観測点を密にし、常にデータを取ることで膨大な数の事例を集めることが可能となっ
た。
　そして、肝心なことはその情報収集の技術の進歩により、どれだけ気象予報の精度が上
昇したかである。降水の有無の的中率は、図 1から年平均で見ると大きく上下することは
あるものの、過去 5年平均で見ると少しずつではあるが上昇していることが分かる。気象
庁はこのように技術を向上させており、今では 90％近い的中率がある。
　気象庁は地震と火山活動の計測、予報も行っている。そういった地象というものも、地
震大国である日本では、日々観測されている。1987年には地震活動等総合監視システム
が運用された3）。2003年には火山活動レベルを付加した火山状況の提供も開始した。2007
年には、地象の民間事業者の予報許可が出た。
　これらのように、気象情報を集め、気象の予測、監視を行っているのが気象庁である。
他にも、警報を発して、国を自然災害から守っている。更には交通機関にも気象情報を提
供し、航空機などの安全な運行を支えている。日本近海のデータも集め、諸外国と密に連
携し、地球の環境問題についても、気象庁が他国と、解決を目指している。
　最後に、規制の変化について述べる。まず、1953年に気象業務法が制定され、テレビ
の気象予報が始まった。その当時は独自での予報は認められておらず、気象庁の用意した
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予報のみの報道となった。1993年に気象業務法が一部改正され、民間事業者も気象庁か
らデータをもらい、独自に局地予報を行うことが可能になった。この改正により、気象予
報士という資格が誕生した。これは、民間の事業者も予報をできるようになると、そのま
までは何も知識のない人が天気予報を発表し、人々に正しくない情報を流してしまうこと
が考えられたからである。気象業務法では改正後、気象予報士の資格を持つものが事業所
にいなければならず、予報業務はその気象予報士が行わなければならないという 2つの規
制を行った。3節ではこの民間事業者について述べる。
3.　民間予報事業者の事業内容
　3─1.　民間気象予報事業者の分類
　現在、気象庁が予報業許可を出している民間予報事業者は、気象・地象合わせて約 110
社存在している。その中で、元々気象庁の外郭団体である一般財団法人日本気象協会と、
世界的に躍進するウェザーニューズの 2社は共に約 100億の収入があり、全体の収入高の
8割を占めていることから大手として位置づけ、それらの業務を紹介する。また、その他
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図 1　東京地方の予報精度（夕方発表の明日予報）
出所 http://www.data.jma.go.jp/fcd/yoho/kensho/yohohyoka_top.html
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の民間予報事業者を、「予報（16社）」「コンサルティング（9社）」「防災（18社）」「教育
（3社）」4）の 4つに分類し、その分類ごとに各 1社ずつ紹介しながらそれぞれの業務を述べ
る。
　3─2.　日本気象協会の業務内容
　日本気象協会は 1950年 4月 25日、運輸大臣から財団法人気象協会の設立の許可を受
け、同年 5月 10日に財団法人気象協会として設立した。日本気象協会は 1953年 NHK に
天気図、解説図などを提供開始、その後ラジオや新聞への天気図、解説図の提供を独占的
に行ってきた。1960年 8月 11日に、177天気予報サービス5）を開始した。1971年に、財
団法人気象協会を日本気象協会に全国統合し、全国中枢機関として中央本部を設立し、北
海道・東北・東京・関西・福岡の 5地方本部を構成した。2009年に、国の公益法人制度
改革により一般財団法人となる。民間企業の増加により予報業務の公益性が相対的に下が
ったという状況がある。また、一般財団法人日本気象協会という名前から気象庁との連携
が強いイメージがあるが、設立当初は外郭団体であったものの現在は特別な関係にない。
　日本気象協会が主な事業としているのは、防災事業6）、環境事業7）、予報・情報システ
ム事業である。特に収入の 6割近くを予報・情報システム事業が占めており、事業内容は
多岐にわたる。その内容を分野別に紹介していく。道路、鉄道、海運などの交通分野に対
しては準リアルタイムで風、雨、落雷などの情報提供を行い、円滑な運行を手助けしてい
る。電力、ガスなどのインフラ分野に対しては、電力需要予測に欠かせない気温、湿度、
照度などの情報を提供している。水分分野においては、河川やダム周辺の降雨予測情報を
提供するとともに流入予測情報を作り、コンサルティングを行なっている。2013年、ク
ラウド活用で常時、河川やダムの監視を行えるサイカメラ ZERO8）の販売を開始した。
　だが、近年予報・情報システム事業の収入が落ち込んできている9）。原因は、民間事業
者の参入により、テレビやラジオ、新聞への天気図、解説図の提供数の低下、単価の低下
が考えられる。
　3─3.　ウェザーニューズの業務内容
　次にウェザーニューズを見ていく。ウェザーニューズは、海上の航海気象を中心に行っ
ていた海洋気象調査会社のオーシャンルーツの陸上の部門を買収し、1986年に日本で設
立された。93年にオーシャンルーツを吸収合併することで、現在の世界最大の民間総合
気象情報会社になった。事業範囲は BtoBに加え、ウェザーニューズが独自で呼んでいる
BtoS10）である。
　BtoBは、コンサルティングを中心に行われていて、主に交通気象（航海気象、道路気
象、鉄道気象、航空気象）を重点事業として注力している11）。その内容は、運営・管理の
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コンサルティングを行っている。たとえば、航海気象は船の航行を安全なルートで行える
ように、船長に対してアドバイスを送り、道路気象は雪氷や雷雨などの気象情報を提供
し、安全性をより高めるアドバイスを行っている。
　BtoSは、モバイル・インターネット部門とその他メディアに分かれている。モバイ
ル・インターネット部門では、スマートフォン向けアプリケーションのウェザーニュース
タッチを作成しており、無料会員と有料会員12）合わせて 1000万ダウンロードを突破して
いる。その内、有料会員数は 200万人を超えている。有料会員は星空、さくら、花粉など
のさまざまな情報を個人でアレンジして、自分だけの気象予報を作成することができる。
従来、サポーターは有料会員しかなれなかったのだが、スマートフォン普及後、ウェザー
ニュースタッチの無料会員でもサポーターとして気象をウェザーニューズに対して提供す
るようになった。そのサポーターの観測を活かし、2008年にゲリラ雷雨防衛隊13）を社内
に発足した。サポーターの情報などからゲリラ雷雨を捕捉して、捕捉率は 76.3％にまで上
った。現在では、CASAプロジェクト14）が実行されることで、WITHレーダーが全国的に
配置され、捕捉率は 80％を超えるまで上昇した。
　他に、WNI衛星という北極の氷の状況を観測するための小型の衛星を打ち上げており、
今後その観測機能を利用して世界の海賊の出現場所を予測し、航路以外の海上の安全に取
り組もうとしている。
　3─4.　その他民間事業者の業務内容
　1つ目に予報について説明する。（株）フランクリン・ジャパンは雷情報の提供を通じ
て人命、財産、社会インフラを守ることを目的に 1991年に設立された。1998年に日本で
初の北海道から沖縄までをカバーする全国雷観測ネットワーク（JLDN : Japan Lightning 
Detection Network）15）を構築した。日本の陸域における観測精度は捕捉率 90％以上、平均
位置誤差 500m以下を誇り、そのデータは屋外レジャー、交通などの広域インフラ、メデ
ィア、イベント、工場の操業の他にも宇宙開発などの幅広い分野で活用されている。プロ
ゴルフトーナメントや、1998年の長野冬季オリンピックにおいても気象支援を行った。
また、優れた観測設備だけでなく、10年を超えて蓄積された精度の高い雷データを保有
していることも、フランクリン・ジャパンの強みである。
　主な事業内容としては雷の発生前、現在、今後の予測まで包括的に情報提供を行う
「Lightning Scope+」16）の販売や、ネット環境さえ整っていれば、JLDNによる雷情報が得
られることを謳った「カミナリWeb」や「カミナリmobile」17）といったサービスの運営を
行っている。その他にも、保険請求の際に用いられる落雷証明書・落雷報告書などの発行
を行っている。
　2つ目に気象コンサルティングについて説明する。気象コンサルティングを行っている
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企業は 6社ある。これらの企業全てが行っているローカル地域のコンサルティングについ
て、総合気象計画という企業を例に出し説明する。総合気象計画の業務内容は、市町村を
対象に気象観測機器を設置しローカル気象観測をすることである。大雨防災気象情報の発
信の際に、日頃からローカル気象観測を行うことにより作成しているハザードマップと細
かく設置している雨量計を利用することにより、早く正確に避難場所などの情報を伝える
ことを可能とする。
　3つ目に防災について説明する。防災に分類された事業者は 18社存在し、そのうち気
象に関する防災業務を主に行う事業者は 3社あり、主に台風・波浪・大雨などの情報を扱
うものである。残りの 15社は地象に関する防災業務を行っている。その中の 1社である
小堀鐸二研究所を例として挙げ、15社の業務内容を説明する。小堀鐸二研究所が行う事
業は、揺れの静止と予測である。高層ビルや細いビル、発電所など対象別に免震装置を開
発している。そして、その装置開発のために欠かせないのが揺れの予測である。震源地の
周辺の地盤からビルの内部までを研究対象とし、震源断層から建物頂部までを一貫して予
測するシステムを用いている。このように免震という角度から防災に取り組む事業者もい
れば、気象庁が発する緊急地震速報を独自の解析を加えて伝える地震予報業務や、地震の
発生と連動して即座に安否連絡を登録者や会社に行う事業者もいる。
　4つ目に、教育について説明する。本稿で扱う NPO法人気象キャスターネットワーク
は、2004年 2月に内閣府の認証を受け、設立された非営利活動法人である。組織は主に、
活動に賛同するボランティアの人々と、テレビやラジオなどの分野で活動する気象予報士
によって構成されている。環境・気象教育、防災知識の普及・啓発、気象キャスター育
成・支援を目的に掲げている18）。最初の二つに関しては講演やイベントに人材派遣や、企
業と協働で小学校に出前授業を行っている。その中でも特に 2011年の東日本大震災や台
風などの自然災害を契機に、「防災教育出前授業」に力を入れている。これは堤防などの
ハード面での対策に頼りきりになるのではなく、子供のうちから命を守るための迅速かつ
適切な情報（ソフト防災）19）を学び、行動することが重要であるという考えに基づいてい
る。残りの一つに関しては「気象キャスター育成講座・原稿講座」、「気象予報士試験講
座」を開設し、卒業生から毎年のように NHKや民放の気象キャスターが誕生している。
他にも、防災キャラクター「サイぼうくん」の Twitter、Facebookアカウントを管理も行
っている。気象キャスターネットワークは非営利活動法人であり、その活動は直接的な収
益には結びつかない。しかしながら、これらの活動を通じて子供時代から気象や防災情報
に対しての関心を高めることは、気象・防災市場全体の将来的な顧客の形成に繋がるので
はないだろうか。
　1993年の法改正により様々なビジネスモデルが誕生した。2012年に、日本気象協会は
防災の分野において売り上げが増加し、今後防災に注力していくと考えられる。加えて、
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日本は日ごろからほかの国と比べても地震の数が多く、今後も地域にかかわらず大震災が
起こる可能性は高い現状にある。地震が生じる前には地震雲など気象に影響を与え、地震
が生じた後も津波などの二次災害をもたらす。このことからも、今後今までよりもいっそ
う防災意識は高まることになると考えられる。防災意識の向上により、防災を扱う気象事
業者は今後も利益を生み出すことが予想され、どの企業も防災に取り組んでいくだろう。
ただし、大手 2社は今の事業領域が広いこともあり、防災以外の事業にも取り組むと考え
られる。4節ではこれらを踏まえ、大手は防災に加えて注力する事業があることを論じ、
4つの部門は防災の分野に絞って論じていく。
4.　今後の気象予報事業
　4─1.　気象庁の今後
　4節では、今までの 3節で述べてきた気象予報事業者の現在の姿から、それぞれの今後
を予想する。まずは気象庁である。気象庁は日本の公の気象予報機関として気象のデータ
を取り、そこから予報を出し、警報を発令し、日本の周辺の気候を分析、他国の機関と共
に地球の環境問題に取り組んできた。しかし、近年では気象庁がやってきた気象の観測や
予報を民間事業者にも許可を出し、気象予報事業の民営化はどんどん進んでいった。2007
年には地象分野も民間事業者に予報の許可を出し、民間の事業者が爆発的に増えた。そし
て民間事業は、大手の気象予報事業者からデータを買うようにもなり、我々の目に触れる
予報のデータは、多くが民間の事業者からのものとなった。このように、気象庁は今日で
は公の機関として国の為に気象を観測はしているが、事業としては民間事業者に移行して
いっている。
　4─2.　日本気象協会の今後
　収入が上がっている事業には環境関連事業と防災関連事業がある。環境関連事業は、再
生可能エネルギー関連事業分野の拡大に注力していくとしている。日本では 2012年に再
生可能エネルギーの固定買取価格制度を開始された20）。今後、 電力発電量、事業者ともに
増加していくと考えられる。そのために、2013年には静岡銀行との再生可能エネルギー
分野での提携を発表した。この提携により、日本気象協会は、静岡銀行の持っている顧客
基盤及びファイナンスに関するノウハウを使用し、投資段階から再生可能エネルギー事業
者と関わっていくことが可能になった。投資後も、再生可能エネルギー事業者に対して気
象コンサルティングを定期的に行うことにより安定した収入を得ていくことができるので
はないか。今後もこの成長性のある市場に日本気象協会も力を入れていくと考えられる。
また、2013年に環境影響評価室を新設していることから、風力発電に関する環境アセス
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メント事業にも力を注ぐのではないかと考えられる。力を注ぐ理由は、環境影響評価法の
改正により配慮事項の検討や環境保全措置などの結果の報告が義務付けられ、日本気象協
会が調査を行う機会が増えていくと予想されるからである。2つ目は津波防災に関する監
視システムの設計、構築事業である。理由は民間事業者が沿岸の個別地点の津波到達時刻
や高さを予報できるよう気象業務法が改正されたからである21）。日本気象協会は巨大津波
の早期検知システムの構築に向けて基礎的なデータを取得するため、気圧のわずかな変化
でも検知できる精密な気圧観測を 2013年より開始している。データの取得、検知システ
ムの全国配置が進むことにより、正確に早い情報を国民に伝えることが期待されている。
　日本気象協会の情報関連事業では収入が下がっているなかで、今後はテレビ、ラジオ、
新聞よりも webに力をいれていくと考えられる。日本気象協会が運営を行っている tenki.
jpは、各ポータルサイトに対しての情報提供を行っており、今後も人々がピンポイント
で欲しい気象予報22）を増やしていくことにより、成長性を高めていくだろう。2013年 10
月にはじゃらんゴルフとの連携を行い、ゴルフ場天気予報をより使いやすくしている。一
方、tenki.jpの課題は利用者属性が 30、40代男性に偏っていることである23）。そこで、
20、30代女性に利用者の多い Twitterのアカウント開設を 2009年に行った。その後も、
天気に関連した Twitter上のツイートを自動収集して地図上にまとめる「みんなの天気」
の開始、11年の東日本大震災などをきっかけとして、現在は 100万人以上のフォロワー
がおり日本で 16位の人気アカウントとなっている。未だ、30、40代男性のユーザー数が
多いものの 2009年に比べ 12年は 20、30代女性のユーザー数の割合が 10パーセント増え
た。今後も、女性のユーザー数を増やしていくために女性向けコンテンツの開発に力を入
れていくであろう。
　4─3.　ウェザーニューズの今後
　まず、防災を考える。2007年に、ウェザーニューズは The Last 10-Second24）なるアプリ
ケーションを開発している。The Last 10-Secondは、気象庁とは別に地震の 10秒前に推
定震度をパソコン上で表示するアプリケーションである。2011年のバージョンアップで、
告知を最大 3分前に設定できることが可能になり、他にも 2分前や 1分前など 9段階で告
知の時間を設定できる。The Last 10-Secondは PC専用のアプリケーションで、音声で告
知はしてくれるものの PCのある席から離れている場合や、外出の場合は告知を受け取り
づらいなどの弱点がある。現在は、アプリケーションのバージョンアップは行われていな
いことから考えて、ほとんど使用されていないと考えられる。今後は、The Last 
10-Secondをスマートフォンなどのモバイル端末でも利用可能にすることで、外出中でも
地震予知を知ることができる人気のアプリケーションになるのではないかと考える。加え
て、2012年に、ウェザーニューズは TSUNAMIレーダーを開発し、現在では東北～北関
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東地方の太平洋沿岸がほぼ監視可能となる計 9か所に設置している。TSUNAMIレーダー
により、最大 15分前に津波が生じることを観測することができる。サービス自体は、区
役所や市役所などの職員に対して提供している。今後は、全国的に TSUNAMIレーダー
を設置することや The Last 10-Secondのように到達予想時間を延ばすことで、人々の防災
を手助けし、多くの人々の生命を救う手助けになると考える。
　次に BtoSについて考える。ウェザーニューズでは、2011年まで BtoSの売り上げが増
減に関わらず、ネットの売り上げは好調であった。ところが、2012年からネットの売り
上げ部門は不調であった。その要因として、スマートフォン利用者増加に伴う従来型携帯
電話の売り上げの減少と多様化する課金システムなどの影響により、日本の売上について
は前期より減少したことである25）。ただ、昨年から減少傾向になっているとはいえ、継続
的に減少し衰退するとは考えにくい。現在のウェザーニューズの主なアプリケーション
は、3節でも紹介したウェザーニュースタッチである。そのウェザーニュースタッチの無
料会員と有料会員の機能の差を比べてみると、2011年に無料会員のサービスを大幅アッ
プデートされたため、ほとんど差がない。この現状が、2012年からの売上不振につなが
っているのではないだろうか。では、どうしたら現状を打開できるだろうか。例えば、無
料会員や有料会員に関わらずアプリケーション内に広告を出し、収益を上げる方法であ
る。1000万人26）が使うアプリケーションであるため、大幅な収益の増加につながるだろ
う。次に、継続的に収益を上げることを考える。必要なことは、会員数の増加である。会
員を増加させる方法として、まずアプリケーションやウェザーニューズの会社自体の広告
を出すことである。しかし、ウェザーニューズは会社などの広告を一切出さない主義を貫
いており、広告を出すことによる会員の増加は見込めない27）。そこで、Twitterや
Facebookなどの SNSを通して、一般人に口コミを行ってもらうことで、アプリケーショ
ンを知ってもらう方法がある。口コミを行ってもらうために、魅力的なコンテンツが必要
である。それは、3節で取り上げたゲリラ雷雨防衛隊など、消費者が積極的に参加できる
ものである。今のゲリラ雷雨の状況などを、リアルタイムで SNSに情報を流してもらう
ことで、会員数は増えると考える。上述により、継続的に収益を上げることが可能と考え
る。
　以上のことから、気象市場が頭打ちの現状であるが、ウェザーニューズは双方向の情報
提供を行う魅力的なコンテンツの提供や様々な人々の生命を救うアプリケーションの提供
により、成長していくと考えられる。個人に対して、SNSを活用してもらい利用者の数
を増やすことができる。防災に対しても、他の企業よりも早く情報を提供できることで、
生命の生死に関わる重要な情報を発信できる。これらから、今後もウェザーニューズは成
長していくと考える。
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　4─4.　その他の民間事業者の今後
　3節でとりあげた 4つの部門の今後をみていく。
　1つ目に予報を論じる。フランクリン・ジャパンは落雷の予報に重きを置いた企業であ
る。今後成長が期待される防災事業の強みは、同社が保有する全国雷観測ネットワーク
（JLDN）と、精度の高い観測データである。特に 2013年 6月から販売を開始した
「Lightning Scope+」は、その強みを生かすことで落雷の発生前後についての情報を提供
し、災害から我々の日常の安全や社会インフラを守ることに貢献している。現在提供して
いるほとんどのサービスは企業や団体の利用を想定しているが、将来的にスマートフォン
向けアプリケーションなどの開発が進めば、個人が今までより手軽に、より精度の高い落
雷情報を手にすることができるようになると考えられる。
　予報分野の事業者全体の今後としては、二大大手である日本気象協会とウェザーニュー
ズにどのように対抗するのかという点に焦点が当たる。総合的な事業規模や利用者数など
では、今後単独で 2社に追いつくのはどの事業者にとっても困難である。今後は、各々の
専門分野に注力した防災情報の提供を行うことで生き残りを図ると考えられる。本稿で扱
ったフランクリン・ジャパンであれば落雷予報、北海道の札幌総合情報センターや新潟の
Snow Castなどは地方に特化した予報について強みを持つ。例えば降雪時に地域の風土に
合わせてカスタマイズした情報の提供を行うなど、各社の強みを生かすことで、より優れ
た防災情報の発信が可能になると考えられる。事業者が各々の専門分野で大手を超える防
災情報を提供し、市場が活性化すれば、利用者は自分の必要性に応じた情報を高い精度で
入手できるようになり、より一層の安全に繋がるのではないだろうか。
　2つ目にコンサルティングを論じる。気象コンサルティングに重きを置いている中小企
業は、今後も大手 2社や気象庁が活かしきれていない地方のニッチな気象・防災コンサル
ティングに尽力していくと考えられる。理由は、東日本大震災や集中豪雨の増加による地
方の防災意識の高まり28）と、気象庁が行っていた測候所の廃止29）の 2点である。例とし
て「2013年に伊豆大島での豪雨によって起きた土石流による被害も地域の防災拠点だっ
た大島測候所を廃止していなければ、町役場もより早い対応を行い被害者を減らすことが
できた」と言われている30）。今後、このような災害を防ぐためにも、地方コンサルティン
グを行っている企業と地方自治体が力を合わせ、日頃から災害対策を行っていく事例が増
えていくと考えられる。結果、気象庁より早く正確に情報提供を行えるようになり、住民
の迅速な避難が可能になるのではないか。
　3つ目に防災を論じる。防災について、現在の事業内容は 2節で述べた通りである。防
災関連で将来成長の見込みがあるのは地震予報業務だと考える。現在地震予報業務を行う
事業者は 8社あり、これらの事業者は、「気象庁の提供する地震動に係る予報資料」を用
いなければ、予報業務を行うことができない。そのため、民間予報事業者の予報のレベル
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が拮抗している。しかし、その中で株式会社小堀鐸二研究所は株式会社 Takusuと協同
し、気象庁よりも優れた予報を行う技術を開発することで、民間予報事業者の拮抗を破っ
た。この 2社は気象庁の緊急地震速報を元に研究を重ね、気象庁方式の約 2倍の精度を誇
る震度推定方法を実現した。気象庁の情報をそのまま登録会社または個人に受け渡すので
はなく、研究を重ねることで気象庁よりも優れた予報を生み出す事業者が、気象庁に取っ
て代わる日が来るかもしれない。
　最後に教育を論じる。今後発生が予想される首都直下型地震や南海トラフ地震、巨大台
風などの災害に対し、ソフト防災の必要性は高まっている。その結果、気象キャスターネ
ットワークの「防災教育出前授業」などの活動の需要も高まると考えられる。しかし、現
状の気象キャスターネットワークの規模では、需要の一部にしか対応できない。そのた
め、供給不足を好機と捉えた新規事業者が防災教育の分野に参入し、事業を拡大すること
で、将来的に防災について学ぶ機会は増えると考えられる。こうした事業を通じて、防災
についての関心や知識を持った人が増えることで、将来的に災害に強い町づくり、国づく
りが可能になるのではないだろうか。
5.　結語
　本稿では、2節で述べたように、現在はほとんどの気象庁の業務を民間気象事業者に開
放している。3節では、現在の気象事業の大部分を 2社の大企業が網羅しているなか、他
の事業者が特色を見出し 4つの部で活躍をしている。気象庁がほとんどの業務を開放して
いる状況であるが、地震速報や大雨・洪水警報などの警報の部分ではいまだに規制されて
いる状況である。東日本大震災の傷跡が完全に癒えていないなかで、今後関東で大震災が
起こる確率は非常に高く、気象庁だけで防災を徹底した業務を行えるとは安易に言えな
い。そこで、4節で述べたように、日本気象協会は他の機関が手を結んで防災に取り組
み、ウェザーニューズでは自社のみで個別の防災ツールを開発すると考えられる。これら
と同様の活動を行う事業者は出現すると考えられる。大手とは別に、4つの部門の企業も
今ある強みを活かした整備を行っていくだろう。これらから、気象予報事業の今後は、気
象庁があまり行えていない防災分野を民間気象事業者がカバーしていく形で発展していく
と考える。 
注
 1）　http://www.jma.go.jp/jma/kishou/intro/gyomu/index2.html参照
 2）　注 1に同じ
 3）　注 1に同じ
 4）　気象…日本気象、フランクリン・ジャパン、ライフビジネスウェザー、サニースポット、島津ビ
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ジネスシステムズ、札幌総合情報センター、日立市、ファインウエザー、Snow Cast、伊藤忠テクノ
ソリューションズ、サーフレジェンド、いであ、シスメット、国際気象海洋株式会社、株式会社ヤマ
テン、ハレックス
　　 コンサル…土木研究所、中電シーティーアイ、総合気象計画、ポッケ、メテオテック・ラボ、株
式会社吉田産業、応用気象エンジニアリング、ウェザーテック、MTS氷雪研究所
　　 防災…総合気象計画、いであ、気象サービス、エイツー、先端力学シミュレーション研究所、情
報事務資材、アネット、明星電気、小堀鐸二研究所、大成建設、アールシーソリューション、REIC、
クロスイメージング、安心安全サポート、ニュークリアス、Takusu、日本酸素株式会社、コミュニ
ケーションネット
　　 教育…NPO法人気象キャスターネットワーク、オフィス NickNack、クリア
 5）　市外局番に 177をつけることにより知りたい地方の気象予測を知ることができるサービス。
 6）　気象や海象、河川・砂防、地震などの分野において防災体制づくりのサポートを行なっている。
 7）　環境アセスメント、大気汚染シミュレーション、風力、太陽光発電などの新エネルギーの有効活
用に向けた事業支援などを行なっている。
 8）　河川にカメラを設置し、画像を 5分間隔で取得し、観測状況の画像と気象予報情報を、3Gまたは
WiMAX回線を通じてデータセンターに送信され、PC上で管理するサービス。
 9）　日本気象協会収支情報 http://www.jwa.or.jp/var/plain_site/storage/original/app. ication/35f3fea15
f90d460e8d65a8dd9842ce1.pdfより
10）　BtoSの Sは、サポーターを指している。サポーターとは、ウェザーニューズに対して自分のいる
気象の状況を提供するサポートする人のことである。
11）　ウェザーニューズホームページ「平成 26年 5月期第 1四半期報告書」　http://weathernews.com/
ja/nc/ir/kessan/yukashouken/pdf/131022daiichi.pdf（2013/11/13アクセス）　p. 4から引用
12）　有料会員は月額 350円。
13）　サポーター参加型のゲリラ雷雨防衛隊（ウェザーニューズの独自のインフラとサポーターの情報
によりゲリラ雷雨を予測、その情報を再びサポーターに届ける取り組み）など携帯電話を中心に様々
なメディアを通してサポーターが参加する気象コンテンツである。
14）　CASAプロジェクトとは、WITHレーダー（6秒に 1回上空の気象を撮影する気象レーダー）を全
国にネットワーク的に設置し、ゲリラ雷雨などをより正確に捕捉するプロジェクトである。WITHレ
ーダーは小型で車の荷台に積むことができ、固定の場所を観測出来るだけでなく、知りたい場所に運
ぶことで日本全国の気象を知ることができる。
15）　1998年 10月より運用開始。全国 30か所（2009年 11月現在）に設置された 3種類のセンサーに
より雷の電磁波を捕え、GPSから送られてくる正確な時間情報を利用することにより、落雷情報・
落雷時刻・電流値などを計測している。（小笠原諸島付近を除く）
16）　2005年より Lightning Scopeとして販売開始。2013年 6月よりサービスの向上を目指し、発展進
化した形で Lightning Scope+がリリースされた。
17）　「カミナリWeb」2009年 6月、「カミナリmobile」2010年 8月よりそれぞれ販売開始。落雷情報、
発雷確率予報、落雷メール通知サービスなど。
18）　会員数 238名（正会員：134名、一般会員：104名、賛助会員：1名 ）（2013年 4月 12日時点）
19）　観測システムや情報システム、ハザードマップ、また様々な法規制、教育訓練など。ダムや堤防、
耐震補強などのハード防災の欠点を補うものとして期待されている。
20）　再生可能エネルギー源（太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス）を用いて発電された電気を、
国が定める固定価格で一定の期間電気事業者に調達を義務づけるもの。
21）　気象庁の津波警報・注意報と整合性があることを条件に、事業者が独自に設置する津波観測機器
で予報を行うことを認めた。
22）　tenki.jp のホームページ http://az416740.vo.msecnd.net/images/contents/advertise/201310
-201312-20131021.pdf より参照
23）　現在でもゴルフ場をはじめ、野球場、サッカー競技場、テーマパークなどの天気予報、鍋もの、
150
かけ布団に関する指数予報を出している。
24）　個人向け月額 315円、事業者向け月額 1250円
25）　ウェザーニューズホームページ「2014年（平成 26年）5月期第 1四半期決算短信」http://
weathernews.com/ja/nc/ir/kessan/tanshin/pdf/130930tanshin.pdf
26）　3─3において無料と有料会員合わせて 1000万ダウンロードを突破したと説明した。
27）　ウェザーニューズの twitterのフォロワー数が 2796であり、日本気象協会のフォロワーの数と比
べても、広告がなされていないと差が大きく開くと分かる。
28）　内閣府ホームページ「首都直下地震対策検討ワーキンググループ」http://www.bousai.go.jp/
jishin/syuto/taisaku_wg/8/pdf/1.pdf（2013/11/17アクセス）
29）　地域の気象観測・地震観測を行い、一部では天気予報・気象警報などの発表も行っていた。気象
庁職員の削減を求める声、自動化の技術が進んだという背景から 46ヶ所にあったすべてが廃止され
た。
30）　東京新聞 2013年 11月 3日の記事より引用
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